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教   育   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   教 育 庁 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、教育庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

  （１）財産管理 

    ア 公有財産について 

   ＜土 地＞ 

（ア）土地３，６１２．３４ｍ２ 

 （都立府中西高等学校敷地の一部３，５５９．４５ｍ
２ 

 及び

都立農産高等学校敷地の一部５２．８９ｍ２ 

 ）が登載漏れとなっている。 

   イ 物品について 

   （ア）物品２点（電子計算機ほか）が登載漏れとなっており、物品１３点（旋盤ほか）が過大

に登載されている。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料      13,950,425      13,412,064  △      538,360      96.1 

国 庫 支 出 金     148,251,227     147,075,366  △    1,175,860      99.2 

財 産 収 入         191,774         176,527  △       15,246      92.0 

寄  附  金           6,500           5,550  △          950      85.4 

諸  収  入       2,388,600       2,538,395          149,795     106.3 

計     164,788,526     163,207,903  △    1,580,622      99.0 

 

歳入は、第７款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額１，６４７億８，８５２万余円、

収入済額１，６３２億７９０万余円、比較減額１５億８，０６２万余円、収入率９９．０％で

ある。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、都立学校授業料等の教育使用料    １３０億１，３１９万余円 

   ・国庫支出金のうち、義務教育教職員給与金等の教育費国庫負担金１，４５１億６５７万余円 

   ・諸収入のうち、再雇用職員等の厚生年金保険料納付金等の納付金 １９億２，５９４万余円 

   である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（３９万余円）及び収入

未済額（３，２０６万余円）が、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金）において、収入未済

額（６，４１２万余円）が、同款（項：雑入）において、不納欠損額（４，１９９万余円）及

び収入未済額（１，５５４万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率

教 育 費    776,190,000    754,324,399            0   21,865,600     97.2 

諸 支 出 金          4,661          4,658            0            2     99.9 

計    776,194,661    754,329,058            0   21,865,602     97.2 

 

歳出は、第１１款教育費及び第１６款諸支出金の２款で１１項３９目に区分し執行しており、

予算現額７，７６１億９，４６６万余円、支出済額７，５４３億２，９０５万余円、不用額２

１８億６，５６０万余円、執行率９７．２％である。 
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    教育費の主な執行内容は、 

   ・職員費及び管理事務等に要したもの 

        （項）教育管理費   （目）管理費        １６０億６，２２１万余円 

   ・区市町村立小学校の教職員費等に要したもの  

        （項）小中学校費   （目）小学校管理費   ２，８８３億３，８２６万余円 

   ・区市町村立中学校の教職員費等に要したもの 

        （項）小中学校費   （目）中学校管理費   １，５５３億３，８７１万余円 

   ・都立高等学校の教職員費及び管理運営費等に要したもの 

        （項）高等学校費   （目）管理費      １，３６９億７，６８６万余円 

   ・盲・ろう・養護学校の教職員費及び管理運営費等に要したもの 

        （項）盲ろう養護学校費（目）管理費          ５６３億８６５万余円 

   ・学校職員及び事務局職員の退職に伴う退職手当に要したもの 

        （項）退職手当及年金費（目）退職費        ６０１億１，１１８万余円 

   ・都立学校の施設整備等に要したもの 

        （項）施設整備費   （目）都立学校整備費    １８５億４，２５７万余円 

   である。 
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２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減  

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   山    林 

   （所  有） 

      上記の立木 

      推定蓄積量 

   （分  収） 

      上記の立木 

      推定蓄積量 

   動    産 

 

     

   物    権 

   無体財産権 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

     7,631,495.79 ｍ２ 

 

     3,807,531.54 ｍ２ 

 

 

       537,570.20 ｍ２ 

 

 

         3,710.88 ｍ３ 

 

       273,761.97 ｍ２ 

 

 

         5,309.50 ｍ３ 

 

船 舶     １ 隻 

 (497.00 総トン）

浮 標         １ 個 

地上権 273,761.97 ｍ２ 

 

著作権       ５７ 件 

      189,000,000 円 

       ８，１０３ 点 

      100,000,000 円 

 

     7,696,917.36 ｍ２ 

  

     3,885,014.62 ｍ２ 

  

 

       537,570.20 ｍ２ 

  

 

         3,518.64 ｍ３ 

  

       273,761.97 ｍ２ 

  

 

         5,062.50 ｍ３ 

  

船 舶      １ 隻 

 (497.00 総トン） 

浮 標         １ 個 

地上権 273,761.97 ｍ２ 

  

著作権       ５４ 件 

      189,000,000 円 

       ８，４３９ 点 

      100,000,000 円 

 

 △    65,421.57ｍ２ 

 

 △    77,483.08ｍ２ 

 

 

              0 ｍ２ 

 

 

         192.24 ｍ３ 

 

              0 ｍ２ 

 

 

         247.00 ｍ３ 

 

              0 隻 

 

             ０ 個 

              0 ｍ２ 

 

             ３ 件 

              0 円 

 △      ３３６ 点 

              0 円 

    （注）物権（地上権）は、山林の分収に係わるものであり、再掲である。 

 

教育庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧大泉学園高等学校敷地（１万９，９９９．０７ｍ２ 

 ）及び旧池袋商業高等学

校敷地（１万８，８８０．３２ｍ２ 

 ）を財務局への引継いだことによるもの 

・建物の減少は、旧大泉学園高等学校校舎（１万１，７３１．５３ｍ２ 

 ）の財務局への引継ぎ

及び旧新宿高等学校校舎（７，７３５．１４ｍ２ 

 ）を取り壊したことによるもの 

    ・無体財産権の増加は、著作権が増加したことによるもの 

   ・物品の減少は、大田ろう学校における印刷機等（３２点）を廃棄したことなどによるもの 

   である。 

 

   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納(収入未済)額 

（財）東京都交響楽団経営安定化資金貸付金           １００，０００                   ０

 


